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は じ め に
　2005年から2014年までユネスコ（UNESCO）が執行機関となり，「国連持続可能な開発のため
の教育の10年」が設定された。本年2009年はその中間年にあたっている。持続可能な開発のため
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1．持続可能な経営教育の重要性増大の背景
１．１　経営教育における社会・環境問題の高まり










順位 ビジネス・スクール名 国名 順位 ビジネススクール名 国名
1 スタンフォード 米国 11 NYU（Stern） 米国
2 ミシガン（Ross） 米国 12 UNC（Kenan-Flagler） 米国
3 ヨーク（Schulich） カナダ 13 ジョージワシントン 米国
4 UC バークレイ（Haas） 米国 14 ESADE ビジネススクール スペイン
5 ノートルダム 米国 15 RSM オランダ
6 コロンビア 米国 16 カルガリー（Haskayne） カナダ
7 コーネル 米国 17 ITESM（EGADE Monterrey） メキシコ
8 デュケイン 米国 18 ニューメキシコ（Anderson） 米国
9 イエール 米国 19 ブランダイス（Heller） 米国

























































（資料）　Alex Nicholls（2006）, Introduction, Social Entrepreneurship: New Models of Sustainable Social Change （2006）, p. 8.
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表 4　ソーシャルアントレプレナーシップの研究・授業を持つ大学
UC バークレイ（Haas）　米国 東ロンドン大学　英国 ロンドンビジネススクール　英国
ボローニャ大学　イタリア ESADE　スペイン LSE　英国
Brigham Young 大学　米国 IESA　　ベネズエラ ブリュッセル大学，ベルギー









（資料）　Alex Nicholls（2006）, Introduction, Social Entrepreneurship: New Models of Sustainable Social Change （2006）, p. 9.
１． 3　米国経営学者による CSR研究の趨勢
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任」である。コトラーは，CSR をマーケティングと捉え，CSR 活動を 6 つの戦略的オプション
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地球環境パートナーシッププラザ（GEIC） 企業と NPO の連携担当 平田　裕之
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（Growing Sustainable Business: GSB）プログラムを発足させ，ミレニアム開発目標達成にむけ，
企業主導による貧困対策促進の支援を行っている7）。
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表 6　GPヨーロッパの主要現地訪問機関（2004年（GP 1）から2008年（GP 5）まで）
















































































































社会企業 レアリーズ ジュネーブ ◎
◎　訪問して専門家から講義を受けたもの
B.　欧州における CSR推進機関
　ヨーロッパは世界に CSR の潮流を作る発信地といえる。まず，EU は統合にあたって社会問
題の解決と競争優位の構築のために，域内でマルチステークホールダーとの対話を基礎とする
CSR の促進を重点政策課題としている。中小企業への影響など具体的な政策を EU 専門家から
学ぶ機会をもった。そして欧州には労使の国際的な CSR 推進団体がある。EU 本部と同じくブ









　ジュネーブには数々の社会的問題に関する国際 NGO の本部があり，国連 NGO 会議や国連協
会世界連盟のほか，労使の中核組織が本部を置いている。IOE（国際使用者連盟）からは世界の
使用者の CSR に関する立場を，そして労働組合組織として IMF（国際金属労連）からは国際枠
組協定を促進して国際的に中核的な労働基準を遵守する活動につき学んだ。




















スイスの IMD ビジネススクールは，2008年，Financial Times や Economist 誌の評価で世界


















　2008年の 2 月 3 月に，アジアの諸国を訪問する GP アジアを発足させ実施した。表 7 のように，
大学・ビジネススクールのなど教育機関への訪問が圧倒的に多くなっている。アジアにとって
表 7　GPアジア現地訪問機関（2008年 2月～2009年 3月）


























































































CSR アジアは，英国で定義されている「社会企業」であるとし，アジアにおける CSR に関する
情報・啓蒙センターとしてコンサルティングや訓練の提供を積極的に行っている機関である。
2004年にリチャード・ウェルフォード（Richard Wellford）（代表：香港大学教授を兼務）とス












　CSR アジアは，NPO という立場でアジア地域の CSR の推進にあたっており，どちらかという
と欧州型の CSR 推進を目指しているといえる。同じ香港には，米国の経営者側組織として CSR
を推進する BSR（Business for Social Responsibility）が一昨年アジア事務所を新設した。BSR
自体は1992年設立で，本部はアメリカ・サンフランシスコにあり，アジアには香港とともに広州
にオフィスを設置したところである。英国の Business in the Community，日本の the Council 
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おいた活動をアジアで展開したいとしている。香港には2000年に，広州には2005年に事務所を設
置した。


















自主組織 Global Citizens Forum を設け，教員と連携をとりながら学習活動を続けている。これ
らの活動を通し，プラン・ドゥー・チェック・アクトの PDCA サイクルを回し，より良い教育
プログラムの運営に当たっている。
　参加学生の GP 終了後の動向をみれば，約半数弱の学生が 1 年くらいの留学に行っている。こ
れらの学生に聞くと，国際的に活躍するための語学力向上とさらなるテーマについての学習を進
めたいとの意欲が窺える。今までに 2 学年の卒業生を社会に送り出したことになる。この 2 学年
の学生から一人ずつ早期卒業を成し遂げたあと，海外の大学院で修士の学位を取り，世界的なコ
ンサルティング企業に就職し活躍する人材を出したことは，今後の一つの模範例として大きな成
果であったと思われる。また，CSR を本業とする環境ビジネス企業に就職するなど，就職企業
選定にあたっての価値観に大きく影響していると考えられる。国連の持続可能な開発のための教
育が開始されたのとほぼ同時に始まった本学のグローバルプログラムは，この五年を経た今年を
中間年と位置づけ，10周年に向けさらに効果的な「持続可能な開発のための経営教育プログラ
ム」として充実するよう努力してゆきたい。
